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冷戦体制解体と台湾経済の構造転換
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1は じ め に

台 湾 経 済 は60年 代 か ら70年 代 後 半 に か け て,高 度 成 長 を 成 し 遂 げ た が,70年

代 末 期 か ら80年 代 後 半 ま で は 不 安 定 成 長 期 と な り,つ い で88年 か ら は 経 済 成 長

が 減 速 し て,新 た な 局 面 を む か え る に 至 っ た(表 一1:台 湾GNPの 推 移 を 参

照)。 現 在,台 湾 経 済 は,国 際 政 治 経 済 環 境 と 島 内 政 治 経 済 の 状 況 が 大 き く 変

表 一1台 湾GNP成 長 率 推 移(1986年 の 固 定 価 格)単 位:%

成 長 率

4.1

8,7

11.6

さ.6

12,6

11.9

7,8

7.3

5.0

7,3

6.1

5.9

出 所=TaiwanStatiadcalDataBook,1992,Council(orEconomicPlanningandDevelopment

Republicofchina.

QuarterlyNationalEconomicTrendsFebruary1993,CouncilforEconomicPlanningand

DevelopmentRepublicofchina,

*:本 文 に よ る予 測(本 文 皿 を参 照)。

率 年度 成長率 年度

0 ユ970 11.3 1982

1 1971 13.0 1983

4 1972 13.4 1984

8 1973 12.8 1985

9 1974 1.2 1986

4 1975 4.4 1987

3 1976 13.7 1988

0 1977 10.3 1989

0 1978 14.0 1990

6 1979 8.5 1991

1 1980 7.1 1992

0 1981 5.8 1993
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化 す る中で 新 た な課題 に直面 して い る。

本 文で は,80年 代半 ば以 降 の台湾経 済 の実 態 を分 析 す る。 そ の上 で,台 湾 マ

クロ経 済 の時 系列 モ デ ル を作 成 し,93年 の台 湾経 済 を予測 して み る。

II転 換期に立つ台湾経済の現状

1,変 化す る内外政治環境

周知 の通 り,80年 代後半か ら,台 湾の加工型工業化を形成 していた背景 の一

つであ る世界冷戦体制が崩れ は じめた。 この変化によって,か つ て,台 湾経済

の加工輸 出型 成長に とって非常に重要であった世界市場 に,新 たな競争者が台

頭 して きた。特 にアセアン諸国 と中国の急成長が世界市場での競争 を加速 させ

ている。 また,冷 戦政治構造の崩壊は地球上の ビジネス範囲を拡大 し,分 業の

国際化 を加速 し,国 際化する企業の生産拠点 の選択肢を広げて きた。 これ らの

変化は四十年 間にわた って,台 湾経済 にとって有利であ った国際的政治経済環

境が崩れは じめた ことを意味する。

他方,台 湾 島内においては,経 済成長 に安定 的な社会政治環境 を保障 した軍

事戒厳令が国際政治環境 の変化 につれて,そ の正当性 をな くした結果,87年 に

解除され,約 四十年間続 いた軍事政治に終止符が打 たれた。その後,「 党禁」LI

開放,新 聞統制の解除な どを伴 って,民 主化の第一歩が歩み 出され た。 この間,

野 党の躍 進,立 法 院選挙 をめ ぐる政治波乱,多 くの政府官僚の辞職及 び 「台

独」21の台頭等 は,永 年安 定 した国民党 の一党支配 を揺 るがせ,政 局は不安定

な時期 をむかえることとなった。 これ らの政局の不安定要素 は台湾島内資本家

の投資意欲に水を差す に違い ない。92年12月19日 の立法院選挙の政治波乱 に伴

う株価指数 の急激 な変動下落はそれを証明す る例で あろう。

2.経 済環境 の冷 え込み

1〕1987年 まで,合 焼では政治結社等の政党活動が,厳 しく制限されていた。

2)台 湾独立運動勢力の略称。
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80年 代 中期に入 って高度経済成長を保障す る,イ ンフラの問題が再 び顕在化

した。その うち,交 通,通 信,特 にエ ネルギーの供給 と需要 とのギ ャップが大

きくな った。90年 の電力供給の例 をあげて見 ると,こ の問題の厳 しさが判 る。

90年 度,台 湾の電力予備率 は僅 か8.4%で,こ れ は安全予備率 といわれ る25%

よりはるか に低い。 これはすで に電力供給 の緊迫状態 とい えるもので,し ば し

ば 「限電」の危機 も生 じていt一"。

インフラの不完備 に伴 った一つの問題は地域発展の不均衡であ る。現在台湾

では人口が北部地域 に集中 してい る。 この地域 には産業が相対的 に集 中 し,所

得 も相対的に高い。 このような 「発達地域」で イ ンフ ラ問題が再発 しているこ

との他 に,他 の地域 とのインフラ整備の格差が大 きな問題 となってい る。北部

地域 と他の地域 との インフラ整備 における相対的格差 は,戦 後台湾経済発展の

地域不均衡の産物であると同時に,そ の地域不均衡 を強化 した原因で もある。

他 の問題 は,80年 代後半 の貿易黒字拡大を背景に,ホ ット ・マネーの流入 と

中央銀行の介 入の もとで通貨供給量(M2)が 年々増加の一途を辿 っだ,が,

島内投資誘因が欠如す るため,過 大な遊休資金が大量に株,土 地 など不動産に

なだれ込み,社 会的な資金投機 ゲー ムによ って,バ ブルを起 こした ことであ る。

さらに環境 汚染が社会 問題化 し,労 働力不足が ます ます激 しくなった ことに

よって,島 内の経済環境が悪化 しは じめ,民 間の資本流出 と投資減少の事態 を

引 き起 こしたことも重要であ る。

島外で はアセアン諸国および中国の高度成長 によって,台 湾の現存産業の国

際市場での優位性が下が りつつあ り,先 進国の貿易保護主義傾向の台頭 と世界

経済の地域協力の強化などの動向 も台湾の加工輸出型経済を新たな課題に直面

させた。

3)「 国家建設6年 計画介述」,r台 湾経済金融月刊』,台 湾中央銀行経済研究室,第27巻 第9期 。

また,「 限電」とは,電 力供給 を制限することである。

4)88年 までは,ホ ット・マネーの流入が主因であ り,89年 以後,中 央銀行の介入が主因であった。

これらの点については台湾の 「金融統計月報」(87年1月 ～93年5月 の各期)の デー タを参照。



冷戦体制解体と台湾経済の構造転換(31)31

3.国 家建 設 六 ヶ年 計 画

戦 後 の経 済体 制 は市 場 メカニ ズ ムを もとに した 「計 画 的 自由経 済体 制 」で あ

る。経 済 の発 展段 階 に よ って,「 自由」 と 「計 画」 の相 対 比重 は異 な った。 特

に工 業化 初期 には企 業 家精 神,産 業基 盤 な どの初 期 条件 が 劣 ってい たた め,計

画経 済 の色 が 自由経 済 の色 よ りか な り強 か った。 政府 が 直接 に計 画 し,経 営 す

る事 業 もか な り多 く,民 営 事業 お いて も保 護 措置 を多 く採 用 していた 。 民営 企

業 の成 長 に連 れ て,政 府が 直接 に経営 す る事 業 は次 第 に減 少 し,計 画 に よる政

府 の介 入範 囲 も縮 小 し,自 由に事 業 を企 画 し,経 営 で きる部 分 が 多 くな って き

た 。 また 産業 に対 す る保護 が緩 和 され,そ の方法 も租 税 や 金融 手段 に変 わ って

きた。

四十 年 間 にわ た り台 湾 政 治 環境 が非 常 に安 定 して い た た め,53年 の 第一 次

四 ヶ年 国 家建 設計 画 以 来,各 計 画 は連 続性 を保 ってい た(53年 に第一 期 四 ヶ年

国家 建設 計 画 が は じま り,75年 まで六 期 の 四 ヶ年 計 画が 実施 され た)。 そ して,

これ らの計 画 は比 較 的 に効 果 的 で あ っ た%現 在 実施 中 の 「国家 建設 六 ヶ年 計

画」 は91年7月1日 に 開始 され た(台 湾 の財 政 年度 は7月1日 か ら始 ま る)。

91～96年 の六 カ年 建設 計 画 の経 済発展 総 目標 は,6年 間の実 質成長 率,年 平 均

7%,消 費者 物 価 上 昇 率 は年 平 均3.5%以 内で あ る。 経 済 成 長 の 内訳 を部 門 別

に見 る と,農 業 部 門 が ゼ ロ成長,工 業 部 門が6.9%,サ ー ビス業 が7.8%と な っ

て い る。 ま た,工 業 部 門 にお い て は,製 造 業 の 成長 率,年 平 均6.5%,さ ら に

その うち労 働集 約部 門 の成 長率,4.1%,資 本 及 び技術 集 約型 のそ れ を8.3%と

して い る。 尚,6年 間 の公 共投 資 成長 率 は実 質で 年平 均12.5%,そ の 中政 府,

公 営事 業 の年 平 均 実 質 固 定資 本投 資 成 長 率 は,そ れ ぞれ15.5%と8.9%,政 府

消 費成 長 率 は実 質 で 年 平均7.3%で あ る。 そ うす る と,国 民総 生 産 にお ける公

共 支 出 の比 重 が90年 の27.4%か ら,96年 に は30.8%に 上 が って い く こ とに な

る%

5)矢 島均次 「台湾経済のすべて」,P.69の 表/経 済建設4、ヶ年計画の実績,日 本経済通信社,
1986年。

6)同 注3。
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この六 カ年建設計画 における経済発展 目標 は,主 に政府 と公営事業の消費 と

投資によって,持 続的な経済成長 と産業高度化への構造転換 とを実現す ること

であ る。 ここには,'こ の 目標を 日本,ア メリカ等先進諸国で行われている構 造

調整の動 きと調整させ ようとす る台湾政府 の意図が見 られ る。また,台 湾は六

カ年計画の実施 によって,「 香港 に替わ る西太平洋 の金融 セ ンター一,交 通 ・情

報の 中継 セ ンター,さ らに科学技術基地になる」7】ことを望んで いる といえる。

要す るに,国 家建設6カ 年計画 は国際政治経済の変化 を反映 して,単 なる経済

分野での方針に とどまらず,台 湾社会全体を変質 させてい く目的を持 ってい る。

戦後台湾経済の歴史 を遡 って見 ると,政 府公営事業 による基 本建設投 資が

ず っと重要な役割を演 じていた。その役割は基本的には次 の二つ の点か らなる。

一つ は
,短 期 的には景気 を刺激 し,投 資環境 を改善す るための民 間投資 の呼び

水 とな り,ま た経済の持続成長 を維持 する役割である。二つ 目は,中 長期的 に

みて産業基盤を強化 し,産 業構造 を調整 し,経 済 と国民生活の体 質を改善す る

ことである。

70年 代 か ら,台 湾で は十大建設計画(73年11月 発 表),十 二項 目建設計 画

(77年9月 発表),十 四項 目建設計画(84年9,月 発表)が あいついで実施 された

(図一1/十 大建設 プロジェク ト,図 一2/十 二項 目建設 プ ロジェク ト,図 一3/

十四項 目建設 プロジェク トを参照)6,。この時期 の公共投資 の実質増加率 は年平

均14.8%の 高い水準に達 し,民 間投資増加率の11.9%を 上 まわ って,76年 には

固定資本投資構成 の55%を 占め る高 い比率 を記録 し}`91。結果 か ら見 ると,そ

れは当時の経済成長のボ トルネ ックを解消 し,70年 代 に起 こった二回の石油危

機を乗 り越 え,70年 代 を通 じて年平均9.7%の 高い経済成長 を達成 した ことに

大 きく貢献 した。他方で,産 業の重化学化,加 工産業 の高度化への産業構造の

7)同 性3。

8)プ ロ ジ ェ ク トの詳 しい 内 容 につ い て は,矢 島 均 次 『台 湾 繕 済 の す べ て』 日本 経 済 通 信 社,1986

年,第 二 章 を 参 照 の こ と。

9)TaiwanStatisticalDataBook(1977-91,CouncilforEconomicPlanningandDevelopmenし

RepublicofChina)を 参 照 。
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出 所:矢 島 均 次 『台 湾 経 済 の す べ て』,(日 本 経 済 通 信 社,1986),p41。

図 一2十 二 項 目 建 設 プ ロ ジ ェ ク ト
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原子力琵琶第3発 電所/鶏 甦鼻 十二項 目建設プロジェク ト

出 所;同 図 一1,p47。
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図一3十 四項 目建 設 プ ロジェ ク ト

中国鋼鉄公司第3段 階拡充計画

電力開発重要計画

石油 ・天然ガスエネルギー
重要計画 台中潜

電信近代化計画

鉄道拡張重要計画

道路拡張重要計画

台北市内鉄道地下化計画
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国民行楽重要計画

都市塵芥処理計画

医療保健計画

基礎公共建設計画

十四項 目基本建設プロジェク ト

出所:同 図 一1,p55。

移行 も,そ れによって進んだ。今回六 カ年建設計画で は,公 共投資の計画の重

点は依然 として,経 済の持続成長のための交通,通 信,エ ネルギーの状況を改

善 し,同 時に新 たな 「工業区」,「科学技術工業園」を建設す ることによって,

産業を高度化 させ ることである。産業構造高度化の指標 として,① 将来性があ

る,② 市場潜在力が大 きい,③ 産業関連性が大きい,④ 付加価値が大 きい,⑤

技術水準が高い,⑥ 環境負荷が小 さく,エ ネルギー依存度が低い,な どの原則

を設定 した上で,情 報,通 信,民 生用電子,半 導体,精 密機器及び 自動化,宇

宙航空,高 級素材,精 密化学及 び医薬,医 療 ・保健,汚 染防止産業 など十大産

業が選 出された1%

これ らの新興産業の発展 と産業構造の高度化転換のために,台 湾政府 は光電

子技術,ソ フ トウエア技術,TA技 術,素 材応用技術,高 度セ ンサー技術,生

命技術,資 源開発技術,省 エネルギー技術 など八つの鍵 となる技術 の発展を積

10)同 注3。
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表一2六 ヶ年建設計画による台湾製造業構造の変化

(単位:億 ドル〉

項 目 89年 実績 96年 目標

新 興 工 業 産 値 250 609

新興工業の付加価値率 40.0% 40.0%

新興工業 の付加価値 ユ00 244

製造業付加価値総額における新興産業の付加価値比重 18.7% 30.4%

GNPに 対する新興産業の付加価値比率 6.7% 〕0.1%

新興産業製品の輸出額 150 341

製造業製品輸出額における新興産業製品の輸出額比率 22.7% 32.1%

出所=「 国家建設六年計画介述」よ り

研究室。)

(「台湾経済金融月刊」第27巻 第9期,台 湾中央銀行経済

表一3六 カ年建設計画による台湾新興産業生産高

(単位 百万 ドル)

産 業 89年(実 質) 96年(目 標) 成長率(%)
,

通 信 ユ450 4100 16.0

情 報 6000 18000 17.0

民 生 用 電 子 6500 9150 5.0

半 導 体 1364 4600 19.0

精密機器及び自動化 2500 8700 19.5

宇 宙 航 空 630 2700 23.1

高 級 素 材 2273 4630 10.7

精 密 化 学 と医 薬 3439 6021 8.3

医 療 保 健 253 609 ユ3.4

汚 染 防 止 573 2351 22.3

食 言† 24983 60861 13.6

注=精 密機器及び自動化藍染では自動化部分の資料が含まれていない。

出所:表2と 同じ。
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表一4六 カ年建設計画による台湾新興産業生産高の世界市場 シェア

産

通

情

民 生 用

半 導

精密機器及び自動化

宇 宙

高 級

精 密 化 学 と 医 薬

医 療

汚 染

合

性:精 密機器及び自動化産業では自動化部分の資料が含まれていない。

出所:表2と 同じ。

極 的 に支援 して い る。

六 ヶ年建 設計 画 によ る と,96年 に製造 業付 加価 値 総 額 に占め る これ ら新 興 産

業 の付 加価 値 額 の比重 は30%,GNPに お け る付 加 価 値 の比 重 は10.1%,製 造

業製 品輸 出 に占 め る新 興 産業 製 品輸 出 の比重 は32.1%と な る。 尚,こ の十 大新

興産 業 の産 出は世 界市 場 シェ アの0.7～5.5%を 占 め る よ うにそ れ ぞれ計 画 され

て い る(表 一2,3,4を 参照)。

当面,そ の産業 構造 高 度化 の鍵 とな る技 術 の不 足 が 大 きな問題 とな ってい る。

現 在,こ れ らの新 興産 業 製 品 を生 産,加 工す る技 術 と設備 は殆 ど 日本,ア メ リ

カに依 存 し,特 に,製 品の肝要 な技術 と部 品 は完 全 に ア メ リカ と 日本側 に依存

して い るm。 この事 態 は台 湾 に と って 一 日 も早 く改善 され な けれ ば な らない課

題 とな って い る。 今 後,台 湾経 済 に対 す る展 望 は,根 本 的 に は この産 業構 造 高

度化 へ の転 換 が どの程 度 まで達 成 で きるか に 関わ る と同時 に,日 本 と米 国で の

構 造 調 整 の進展 と内容 に関わ って い る。

業 89年(実 質〉 96年(目 標) 成長率(%)

信 1.2 2.0 7.6

報 1.9 2.9 6.2

電 子 8.7 9.0 0.s

体 2.9 5.5 9.6

び自動化 0.6 1.2 10.4

航 空 0.4 1.0 14.0

素 材 0.6 1.z 10.4

と 医 薬 0.98 1.0 0.3

保 健 0.4 0.7 8.3

防 止 一 曽 一

計 1.35 2.03 6.0

11)こ の点は,台 湾輸入の製品構造 と国別構 造による。台湾 「進出口貿易統計月報」(1977.1-

93,5各 期,台 湾財政部統計処)を 参照。
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4.要 請 され る貿 易構 造 転換

台湾 経 済 は 島型経 済 で,対 外 依存 度 が きわ めて 高 い。 そ の経 済運 営 は基 本 的

に外部 循 環 を 通 じて実 現 して い る。戦 後 台湾 経 済 の離 陸及 び発 展 は ア メリカ或

い は 日本か ら技 術 と機 枝設 備 及 び部 品 を輸 入 して,加 工 し,そ の完 成品 のか な

りの部 分 を 日本或 い は ア メ リカ市 場 へ輸 出す る三 角単線 式 の貿 易パ ター ンで な

され た と言 っ て もよい 。50年 代 か ら60年 代 後半 にか け ては,輸 出市 場 の 日本依

存 と輸 入 市場 の ア メ リカ依 存,60年 代 後半 以 後 は,輸 出市場 の ア メ リカ依 存 と

輸 入市 場 の 日本依 存,こ の貿 易構 造 パ ター ンは台 湾 経 済の非 常 に重 要 な特徴 と

な って いた121。

80年 代 半 ば 以 降の 国際 政治 構造 の変化 と世 界 経済 環 境 の変 化 に伴 って,こ の

よ うな台 湾経 済 のパ ター ンも変 更 を迫 られ て きた 。

a .対 米輸 出依 存 の貿 易構 造

近年 ア メ リカの圧 力 の下 で,長 年依存 して い た対 米輸 出市 場 が ます ます 狭 く

な って きた 。台 湾 は対 米貿 易黒 字 を解 消 す るた めす で に毎 年10%を 減 少 させ る

目標 を建 て た(《 対 米経 貿 工作 を増加 す る計 画網 要》)が,ま だ完 全 には ア メ リ

カ の スー パ ー301条 の射程 範 囲か ら逃 が れ て は い な い。 ア メ リカは台湾 に対 す

る 「最 恵 国待 遇 」 を取 り払 った 後,92年4月,総 合 貿 易 法案 ス ー パー301条 に

従 って,台 湾 が ア メ リカの知 的所 有 権 を侵害 した との理 由で,優 先 報復 の 国家

(地域)リ ス トに 入れ た13[。同年6月8日,台 湾 は ア メ リカ との覚 え書 の 中で,

今 後 知 的所 有 権 の侵害 行 為 を しない よ うに約束 した こ とに よって,優 先報 復 の

リス トの 中か ら消 去 され た 。 しか し93年 台 湾 は再 び そ の優 先 報 復 の 国家(地

域)の リス トに入 れ られ た。 ア メ リカの'国 際 知 的 所 有権 連 盟(11PA)'が

国務 院 貿易 代 表署 へ提 出 した 「各 国調査 報 告 」 によ る と,台 湾 の侵 権 行為 は主

に ソフ トウエ ア,録 音 及 び音 楽 作 品,テ レビ映 画,特 許,商 標,著 作 権及 び書

籍 な どの面 に現 れ て い る川。 これ らが問 題 に な った のは ポ ス ト冷戦 に よる状 況

12)こ の点については,表 慶5,6に より分析することできる。

13)「 美貿易報復將使蓋滑面臨'深層経貿危機」,ra済 尊報」,1993.5.17,香 港。

14)同 上。
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表 一5台 湾 の輸 出構造(%)

年度 合計 日本 米国 香港

鑑

識

罵
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鰯
認

諾

錫

誘

略
語

粥
認

認

叢

叢

蹴

謝

謝

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

ー

ユ

ー

1

1

1

1

ー

ユ

ー

1

1

1

1
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の

の
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ゆ
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ゆ
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ゆ
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7
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お
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盟
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埼
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U
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E

E

U

U

U

繊

軌
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U

B
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E

E
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渇

4

あ

∂

4

3

渇

3

渇

2

3
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0

ユ

4

3

4

ユ

3
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3

あ
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ユ

ー

漣

ユ

3

1

」

ー

マ

3

4

3

2

3

4

n

21

24

16

18

21

21

26

35

38

38

41

41

37

36

34

37

38

39

35

34

鉱

39

45

48

凪

47

軋

38

置

32

29

28

」

』

ゐ

3

ゐ

3

∂

2

」

の

2

3

②

3

。
7

β

の

3

湿

3

。
8

ユ

3

4

の

」

3

3

3

4

2

浴

」
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3

7

5

12

13

11

8

7

6

6

8

9

8

9

7

7

6

6

6

7

6

6

7

7

8

7

6

6

8

乳

7

甑

10

12

16

18

注;大 陸 と の 間 接 貿 易 は 香 港 に 含 む

出 所=TaiwanStatesticalDataBook,1992,

Council(orEconomicPlanningand

DevelopmentRepublicofChina.

「統 計 月 報 」,1993.3,同 上 。
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の変 化 の結果 で あ る。 ア メ リカ との貿

易 摩 擦 に直 面 す る台 湾 に とって,当 面

の急 務 は外部 市 場 に大 き く依 存 して い

る経 済 を減速 させ な い よ う に,集 中 し

す ぎた輸 出市 場 を分 散 す る ことであ る。

統 計 デー タか ら見 る と,89年 以後,台

湾 の対 米輸 出依存 構 造 が変 化 し始 め た

ことがわ か る(表 一5を 参照)。 ア メ リ

カへ の輸 出依 存度 が 下が って い る一方,

香港,ア セ ア ン,欧 州へ の輸 出比 重 は

漸次 増大 して い る。92年 台 湾 の対香 港

及 び アセ ア ンの 輸 出額 は約236億 米 ド

ルで,輸 出総 額 の28.9%を 占め,は じ

め て アメ リカへの輸 出比率28.7%を 上

回 った。 香港 とアセ ア ンが 台湾 の最 大

輸 出市 場 にな った 。 その うち,香 港 へ

の輸 出(大 陸へ の 中継 貿易 を含 む)が

150億 ドル を超 え,輸 出総 額 のユ8.92%

を 占め,86年 の7.7%よ り11.62%も 急

増 した15)。 も し,台 湾 当局 の 大 陸 との

直 接貿 易 に対 す る制 裁 措置 が な けれ ば,

もっ と急 増 しよ うが,現 在 の制 度 のま

まで も,90年 代 末 に は香 港 と中 国大 陸

は完全 に アメ リカに とって代 わ って,

台 湾 の第 一 の輸 出市 場 に な るか も しれ

ない。

15)「 壷 溝 三 角 貿 易 模 式 的 韓 軌 」,「経 済 尊 報 』,1993,6.14,香 港 。
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近い将来,台 湾の もう一つの大きな輸 出市場 にな る可能性があるのはECで

あ る。近年,EC市 場 を開拓す るために,台 湾政府は民間団体 と連合 して,種

種な準備 を行 っている。89年3月,政 府 と民間が共同でEC市 場研 究を強化す

る計画 を策定 し,90～92年 の間に 「小欧州方案」,「対欧経貿工作綱要⊥ 「企業

連盟計画方案」 を公表 し,市 場 に関する開拓す る目標,重 点,ア プローチの方

法な どを設定 しだ6戸。台湾`国 貿局'は また12の それに関する専 門研究 グルー

プを設立 した。台湾のほ とん どの大手貿易商社 は中小企業の輸出を支援す るた

めにEC市 場 に直販会社 を設立 した。中小企業が製造 した製品はこれ らの直販

会社 を通 じて欧州市場に販売す ることがで きた。台湾政府 もドイツとデンマー

クに三つ の台湾貿易セ ンターを設立 し,さ らにECの 主要貿易都市で 出荷倉庫

を設置 した。 また,EC市 場の保護主義の障壁を避 けるために台湾が直接投資,

合資合弁 の形で現地で生産体制を設立す る動 きも出て きた。これ らの動向 に応

じて,台 湾の金融機 関 もEC市 場に進出する製造 ・販売企業への金融支援のた

めに,現 地で支店を設立す る動 きがある。同時に法律,会 計上 の問題を解決す

ることを目的にす るサー ビスセ ンターの設立計画 も立 てられている。

90年 代 末に,い ままで の 日本一台湾一・アメリカの三角単線式 の貿易構造が崩

壊す る一方,台 湾 と日本,ア メ リカ,香 港,中 国大陸,ECの 間に菱形複線式

の貿易構造が形成 され,台 湾がその菱形 の中間に座 るようになることが考えら

れる(図 一4:台 湾の貿易市場構造を参照)。 この構造的な変化の中で,ア メ リ

カへの輸 出依存傾向 も大 きく是正 されるで あろう。 しか し台湾のアメ リカへの

輸出依存構造 の改善の内訳 を分析す る上で次の二点を明確 に注意すべ きであ る。

一つ は
,ア メリカへ の伝統産業 の製品の輸 出比重が下が りつつある。 これ は製

品を第三国で加工 してか ら再輸出 していることが原因 とな ってお り,台 米間の

貿易不均衡(対 アメ リカの貿易黒字構造)の 問題によるアメ リカか らの圧力 を

第三国に分散 させ る。 もう一つは新興産業の製品については,ア メ リカ向け輸

ユ6)「 憂 鵜 制 度 拓 展 欧 市 場 貿 易 新 措 」,r経 済 尊 報 」,1993.2.1,香 港 。

ユ7)同 上 。
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図 一4台 湾の 国際貿 易市場 構造

a50年 一60年 代 後半

台 湾

% 臆
日本 ア メ リカ

b60年 一90年 代 後半

台湾

ペン
日本 アメリカ

C90年 代半ば以後

香港 ・大陸

輸出

輸出一
日本一 台湾

輸入

輸入一
米国

一
入輸

入輸

EC

輸出

輸出
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出比重が高ま ってい るとい うこ とであ

る。

b.対 日輸 入依存 の貿易構 造

他方,輸 入面では台湾の対 日依存傾

向が60年 代か ら漸次明白にな り,70年

代以降,構 造的 になってい る(表 一6

を参照)。 台湾税 関の統計 によ ると最

近5年 間,台 目の貿易の増加 は急速で

ある。 日本か らの輸入金額はこの5年

間で47%近 く増加 したが,日 本 に対す

る輸 出はわずか1.5%し か増 加 してい

ない18}。92年 の対 日貿易赤 字 は130億

ドルの高水準 に達 して,史 上は じめて

台湾の当年度の貿 易黒字総額 の122億

ドルを上 回った。 もし,台 湾が近い う

ちにGATT加 盟 を実現すれば,こ の

状態が さ らに深刻化 してい くのは一時

的には避 けられないであろ う。 この事

態 を改善す るため,一 部の政府要員 は

日本製品 に対す る輸 入制限の措置 を取 ることまで考 えた程である19,。また,台

湾側 は93年 春,日 本側 に毎年台 日貿易赤字 を10%ず つ削減す る提案 を出 した

が2ω,日 本側が この提案 を受 け入れる可能性はあ ま り存在 しない。

実の所 日本に対す る輸入依存の貿易構造 は,歴 史上形成 されて きた台湾経済

の根本的な体質 を現 わす構造的な問題で,短 期 間に変わるこ とは不可能であ る。

18)「 憂 潟 致 力 改 善 封 目貿 易 逆 産 」,

19)同 上 。

20)同 上 。

r糸堅濟 尊 報 」,1993,3,1,香 港 。
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台 湾経 済 の根 本 的 な体 質 と言 えば,よ 衷一6台 湾の輸 入構造(%〉

く知 られ ているように,加 工輸 出型経

済 とい うパター ンである。その加工設

備及び中間部 品がかな り日本市場 に依

存 してい ることは,言 い替えれば,加

工部品だけではな く,加 工技術 も大 き

く日本 に依存 していることで ある。 こ

の貿易構 造を変 える前提 の一つ は台湾

自身が必要な加工技術の生産能力を持

つ ことであ る。

台湾当局 もすでに この ことを認識 し

てい る。前述の六 ヶ年建設計画におけ

る産業高度化へ の転換 のための八つの

技術(光 電子技術,ソ フ トウエ ア技術,

TA技 術,素 材 応用 技術,高 度 セ ン

サー技術,生 命技術,資 源開発技術,

省 エネルギー技術)を 育成す ることを

政府が助成 しようとするのはその認識

の現われであ る。その計画のね らい は

単に産業競争力を高める ことで はな く,

いままで の 日本に依存す る経済体質 を

徹底的に変 えようと してい る点 にあ る

とも言えるであろう。

近年来,対 日輸入品が急増す る中,

機械設備 の増加が と くに 目立 っている。

これ は91年 開始 した六 ヶ年建設計画 に

とって必要があるもの以外 に,産 業現

年度 合計 日本 米犀 香港

ユ952100.0

1955ユ00,0

1960100、0

1961100.0

]962100.0

1963100.0

1964100.Q

ユ965100.0

1966100.0

1967ユ00.0

1968100.0

ユ969100,0

1970100.0

197ユ ユ00.0

1972100,0

ユ973100.0

1974100.0

1975100.0

1976ユ00.0

1977ユ00.0

1978100.0

1979100,0

1980100,0

1981100,0

1982100.0

1983100.0

1984100.0

1985100.0

ユ986100.0

ユ987100,0

ユ988100.0

1989100.0

1990100.0

1991100.0

1992100.0

31.2∠}5.79.0

30.547.51.5

35.338,1ユ.6

31.040.61.2

34.138.01.0

29.741.61.0

34.832.5ユ,1

39,831.71.0

40.026,71.2

40.530,71.5

40,026,5ユ.4

44.224.11、6

42.823.91.8

44.922.12.1

41.621.62.4

37.725.12.6

31.824.工1.7

30,627.81.3

32.323.7ユ.3

31.123.12.4

33.421.51.4

30.922.91,4

27.123.71.3

28.022.51.5

25.324,1ユ.6

27.522.9ユ.5

29.323,01.7

27.623,61.6

34.122.51.6

33.82ユ.92.2

29.826.23.9

30.723.04、2

29.223,02.7

30.022.43.ユ

30,221.92.5

注 二大 陸 と の 間 接 貿 易 は 香 港 に 含 む

出 所:TaiwanStatisticalDataBook,1992,

C。uncilf。rEconomicPlanningand

DevelopmentRepublicofChina.

「統 計 月 報 」,1993,3,同 上 。
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模 の増大による運輸設備の需要および環境保護基準の更新 による需要 もその主

な要 因であ る。勿論,六 ヶ年建設計画需要は最 も重要な要因である と見 られ る。

だが,近 年 日本か ら輸入 した消費財が毎年30億 ドル前後に達 してお り,新 たな

動向 として,今 後注 目され る～D。なお,最 近 の国際金融市場 の影 響を受 けて,

台湾元が米 ドルに対 して連続 して切下げられた。93年 の6月20日,台 湾元は再

度1.375元 切下 げられ て,1ド ル26.427元 になった22}。さ らに円の対米 ドル切

上げの動 きを加 えて考 えると,台 湾元の対米 ドルの切 下げは台湾の対 日設備,

部品輸入コス トを大幅 に増大させ,台 湾の対 日貿易赤字構造 をさらに深刻化 さ

せ るに違いない。勿論,台 湾元の切下げは台湾の輸出競争力 を高め る効果を他

面で生 じるわけであるが,そ の効果は 日本及 びアメ リカの中間部品市場に依存

してい る電子電気 ・機 械産業には及ばず,紡 績業等伝統産業 だけに限られるで

あろう。その上,紡 績業な どの伝統産業が60～70年 代 のように世界市場での優

位 を取 り戻す ことは考 えられない。

今世紀末まで に台湾の対 日輸入依存の貿易構造 を根本的に変 えられ る見通 し

はないであろ う。基本的な原因 として、台湾が必要な設備 の生産技術で短期 間

に 自立で きない一方,台 湾が強 く要求 してい る日本か らの技術移転が スムーズ

に進む ことも期待で きないか らである。

5.財 政赤字の膨張

近年,台 湾島内の経 済成長の低迷 と投資環境悪化 によって,民 間投資が不振

になっている。当局は投資 を刺激 し,社 会環境 を改善 し,経 済成長 を促進す る

ため,六 ヶ年建設計画をは じめたが,計 画 目標が達成 されない うちに,巨 額 な

財政赤字を産み出 した。台湾当局 にとって,財 政赤字 はかつて50年 代の台湾経

済が抱 えた一つの大 きな課題であ ったが,ま た,新 た に頭 を痛める問題 になっ

てい る。財政赤字を引 き起 こ した要因は主 に二つある。一つ は六 ヶ年建設計画

21)同 上 。

22)「 中 央 口 報 」,1993,6,21,台 湾 。
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.の 実施 に必 要 と してい る巨 額 な資 金,も う一 つ は財政 予 算 の20～25%を 占め て

い る巨額 な軍事 支 出で あ る。国家 建設 六 ヶ年 計画 に必 要 とす る資 金 は,新 台 幣

の8兆2382億 元 で,そ の うち の三 分 の 一 を占 めて い るの は運輸 ・通 信用 の資 金

で あ る。次 は エ ネル ギー開 発,都 市 住 宅,社 会福祉,安 孕,文 教 の支 出で あ る。

この巨額 な資金 を調達す るため,..一般予算で3兆8906億 元の公債 を発行す る予

定以外 に,交 通施設 に使 う2兆1284億 元 の特 別予算 を編成す る予定があ った2㌔

91年5月8日,財 政部 は450億 元 の公債 を発行 した。 その後,台 湾省政府 も6

月10日,200億 元 の公債,6月14日,250億 元の 「北二高」脚建設公債 を発行 し

た25〕。 しか し公債の売 り行 きは期待 に応 じなか った。結 局,売 れ残 り部分 は発

行銀行 によって買い取 られて しまった。

経済の原理 に従 えば,も し売れ残 り公債が発行銀行によ り購 入されて,法 定

貯蓄準備金 に引 き当て られ ると,当 該銀行が 中央銀行に預 けた現金預金が国庫

支出の基礎 とな りうるので,こ の公共支 出による乗数効果が貨幣供給額の増加

を生み 出 して,一 定の時期が経つ と,悪 性 イ ンフレを形成 しうるわ けであ.る。

政府の統計 によると,公 債発行以来の二年余 りの間,台 湾政府 は長年累積 した

2000億 元 の財政余剰を使い尽 くした上,約8000億 元 の公債 を発行 し,銀 行か ら

900億 元 の借金 を した。その上,地 方政府 も1000億 元余 りの公債 を発行 した25〕。

中央 と地方 の財政赤字は現在約1兆 元の巨額な規模 となった。問題 の厳 しさは

この傾向が コン トロー ルしがたい上,さ らに拡張 し続けてい く趨勢が強い とい

うことにあ る。93年6月 末の財政の年度決算 による と,各 種 の累積債務総額は

1兆6000億 元 余 りで,94年6月 末 の次年度の財政決算期 には2兆0400億 元 に達

す る と推定 されてい る2"。また台湾 の行政院主計処 の統計 による と,今 後4年

間,た とえ政府当局が全面的に消費性支 出を凍結すると して も,98年 に累積債

23)同 注3。

24)台 湾 北 部 第 二 高 速.道路 。
25)同 注3。

26)「 憂 溝 財 政 赤 字 遂 升 現 隠 憂 」,「 経 済 導 報 』,1993.6.21,香 港 。

27)同 上 。
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務総額 は依然3兆 元余 りに もなるの に対 して,当 年度:の総予算支 出額 が2兆

4000億 元 しか ない と推定されてい る。 また,98年 か ら5年 間連続 して,元 金 と

利息 の返済 として,毎 年2000億 元を支払 らわ なければな らない。 この額 は98年

の支出の16%以 上を占め,2000年 になる とその支出の20%を も占め ると推定 さ

れてい る2e)。3兆 元の重い債務 は台湾に とって決 して軽視で きることではない。

とい うとのは,こ の債務額 は台湾の各家庭が年平均53万 元 を負担す ることを意

味す るか らであ る。53万 元 とい う額は現在の年平均家庭収入に近い。

財 政赤字を生み出 した もう一つの原 因は財政支出における過大な軍事支出で

あ る。 これ も歴史的な構造的問題であるが,い まだに改善 されてお らず,財 政

支出の約20～25%を 占めてい る23,。近年 も大陸に対抗 し続 けるために,数 多 く

の戦 闘機,軍 艦,戦 車な どの新式武器装備 を購入 し,軍 事装備の更新を図 って

い る。戦闘機だ けの購 入総費用で5000億 元 もかか った。

財 政赤字が巨大化,長 期化す る強い傾 向がある。構造化す る ことも予見で き

る。 この巨大化,長 期化 した財政赤字が,今 後の社会 ・政治 ・経済 に,ま た民

衆の生活 にも大 きな影響 を与 えることは避 けられない。

これ らの財政赤字は台湾の経済環境 ・社会環境の安定 と発展のために生 じた

と考 え られるが,結 局,上 手 く対策がで きなければ,か えって悪性 インフ レが

引 き金 になって,経 済環境 をさらに悪化 させ る危険性 も大 き く潜在 している。

も しそのよ うな事態が起 こったな らば,与 党国民党 の責 任 を追及す る ことを

きっか けにして,政 治的な波乱が発生す る危機 も潜在 している とい える。

この最悪 な事態を避 ける根本的 な方法の一つ としては,金 融制度を検討 し,

整備 し,発 行 した公債 を金融部門か ら非金融部 門(民 間貯蓄が その主力で あ

る)に 流 出させ ることがある。台湾当局に とって,こ れ こそ当面の急務であろ

う。

28)同 上 。

29)同 上 。
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6.地 域経済の発展一 台湾経済成長の新 たな原動力

経済 の地域化はすでに90年 代の世界経済の一つの特徴 になってい る。 これは

80年 代半ぽか らの国際冷戦構造の崩壊 に伴 って加速 し,一 国経済の世界経済へ

の統 合化 ・融合化現象である。 この経済の地域化 は基本的 には産業間における

垂直分業関係 と産業内における水平分業関係 によって把握す ることがで きる。

90年 代の経済地域化現象 はH戦 前 の経済ブロ ックとは違 って,次 の特徴を有 し

ている。一つ の特徴 は,基 本的に開放的な地域であ って,閉 鎖的なブロ ックで

はない ことである,も う一つの特徴は経済の運動 によって 自然 に形成 された も

のであ って,政 治的な対抗意志によって作 られた もので はない ことである。そ

れぞれの経済協力地域が相互連結 し,一 つの連鎖式構造 を形成 した ことは大 き

な特徴である(図5の90年 代世界経済の統合化,融 合化における地域経済協力

構造を参照)。 この ような構造 における国家間の経済 関係 には米大陸 欧州で

の統合化 とアジアでの統合化 ・融合化 とい う関係が重 なっている。

地域 の経済協力 に参加 する主体の間には:大 体,国 境 の近隣性,経 済の補完

性,文 化 の相似性,が ある。

この ような垂直及び水平の相互補完 的な分業体 系の形成 は,地 域内における

諸経済主体 間の貿易 と投資活動の発展を推進 し,同 時に地域間のそれを も推進

した。 これ は協力地域 の経済活動に参加 していた諸経済主体 の経済成長 と発展

に大 きく貢献 をした。近年,ア ジア地域,主 に東南 アジア(ア セア ン)経 済協

力地域,華 南経済協力地域,黄 渤海経済協力地域及び北東 アジア経済協力地域

(日本海経済協力地域)に おいて,こ のよ うな経済協力関係が発展 している。

近年 の台湾の近 隣地域 との経済関係の発展 は著 しい。貿易面では,既 述のよ

うに,東 南 アジア ・香港 ・中国大陸の市場はすで にアメリカに代わ って,台 湾

の最大 の輸 出市場 となった。投資面 では,巨 大 な潜在力 を持つ大陸市場 はマ

レーシアな どの東南 アジア諸国 と並んで新たな市場 とな って きた。今後 この地

域 において,台 湾の貿易,投 資がさ らに発展 してい くこ とは疑いない。 中で も

中国大陸 との経済交流が さらに急増 してい くに違 いない。
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図一590年 代世界経済の統合化 ・融合化 における地域経済協力構造

aG7先 進7国 財政長官と中央銀行総裁会議 による国際マ クロ経済政策協調構造

ア メ リカ,カ ナ ダ
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b北 半球の経済協力地域の重層化構造
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両岸貿易か ら見れば,間 接貿易 をは じめた79年,貿 易額はわずか5500万 ドル

しか なか ったが,92年 には,香 港 を経 由した間接貿易総額は62億8800万 ドルに

達 しでo,,100倍 以上増 えた こ.とが分か る。台湾行政院経 建会が93年6月20日

発表 した資料 によると,93年5月 の台湾の輸 出額 は約350億 ドルで.92年 同期

よ り5.7%増 加 したが,そ の増 額の79%は 香港関連による もので あ って,大 陸

向きの中継輸 出が全輸出増の7割 を占めてい る。ちなみに,92年 回期 間のそれ

は55%で あった3"。現在 中国大陸は台湾の第五位 の貿易相手にな っているが,

今後の発展がさ らに期待で きるで あろう。

また,投 資面か ら見 よう。大 陸での台湾資本の投資 額は,93年5月 の大陸の

公表数字で は64億 ドル,台 湾経 済部投書会の公表数字で は29.6億 ドルで ある3%

また,台 湾`経 済部投 書会'の 統計 によれば,93年 の1月 か ら4月 にかけて,

台湾の対外投資総額の増加率 は92年 同期 に比べて,24%で あ ったに もかかわ ら

ず,大 陸で の台湾投資金額 は494%に 急増 していた3%こ れ ら統計 によって,

台湾企業の対外投資が殆 ど中国大陸を志向 してい ることが判 る。さ らに93年5

月の圧古会談(大 陸側 と台湾側のいままでで最高 レベルの会談。両岸の民間経

済 と人員交流問題を主題 として,そ れに関す る四つの協定を締結 した。会談場

所は シンガーポー ル)以 後,新 た な大陸投資 ブームが現れた。

この動向の結果 として,中 国大陸の経済変動(景 気循環)が 台湾の経 済成長

に与 える影響が ますます増大 してい くことになろ う。今後,台 湾経済の行方 を

分析す るには,中 国大陸の政治 ・経済変動要素をかな り大 きなウエ イ トのあ る

変数 として取 らなければな らない。勿論,長 期的に見れば,大 陸の巨大な市場

と潜在成長力が台湾経済の長期繁栄に寄与す ることは間違いないであろう。

台湾経済がス ピーディに地域化す る原因を分析す る際,言 うまで もな くその

基本要件 として,経 済活動 の発展 に伴 う分業深化法則 と分業関係 を形成するこ

30)「 両 岸 貿 易 十 三 年 増 百 倍 」,「経 済 尊 報 】,19936,14,香 港 。

31)「 中央 日報 」,1993,6,20,台 湾 。

32)「 中央 日報 」,1993,6,13,台 湾 。

33)「 中央 日報 」,1993,6,11,台 湾 。
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とがで きる産業構造が存在す ることが必要であ るが,こ こでは,そ れ以外の欠

くことがで きない要因をい くつか取 り上げたい。

第一,国 際環境 の面では国際政治 の冷戦構造の崩壊 とアメ リカな ど先進諸国

の不況及び貿易保護主義の台頭が挙 げられる。 これは台湾にとって,い ままで

依存 していた米国 などの先進国の市場 を分散 させ,新 たな市場 を捜 さなければ

な らないことを意味 している。ち ょうどこの時,中 国大陸の改革開放による急

成長 とアセ アン諸国の持続成長が台湾 に新 しい市場 を提供す るように現われて

きた(勿 論 これ も国際政治の冷戦構造 の崩壊 を前提 に した もの)。 香 港 ・中

国 ・アセアン市場への台湾輸出の急増 はまさにこの原 因による ものであ る。

第二,前 述 したように,近 年,台 湾島内では環境汚染問題,土 地問題,交 通

問題,エ ネルギー問題,労 働力の極度の不足 問題,治 安問題 などによって投 資

環境が悪化 し,新 たな財政赤字 と上昇 しは じめるインフレ問題 も再発 してい る。

また,92年12月19日 の台湾立法院選挙(40余 年ぶ りの初 めての選挙)結 果が公

表された後,株 式市場の指数が大幅下落 し,政 治に対す る不信感が経済 に影響

を及ぼ してい る。 この よ うな状況 の もとで,台 湾当局が企業の対外投資規制

(特に大陸への投資 に対する経済部投審会 による厳 しい審査制度)を 設定 した

に もかかわ らず,台 湾企業の対外投資,特 に中国大陸への投資が続 々 と行われ

ている。投資家の対外投資,特 に大陸へ の投資資金 は一人年間500万 米 ドルの

島外持 ち出 しとの法定枠があ るため,で きるだけ必要 な金融 と行政審査 のルー

トを避 けて,他 の名 目で移動 しているケースが少 な くない と言われ ている。最

近の台湾統計資料 の国際収支表における対外投資項 目以外 の項 目の金額が急増

しているのはこの事情 を示唆 している。

第三,台 湾企業 を組織構造か ら見れば,日 本の ような系列構造,集 団 またば

グループ構造は台湾で は育成 されていなか った。 これは主 に外国企業を取引先

と して加工,輸 出す る台湾経済の特質 と密接 な関係が あ る。台湾で は技術,

ノーハ ウ,テ ザイ ン,設 備,部 品,販 売等の面で 中小企業 と提携 し,協 力す る

ことによって,数 多 くの中小企業 を集結するような中核企業 はほ とんど存在 し
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ていない と言 える。 また,台 湾企業(近 年成長 して きた企業集団のほ とんどを

含む)は 小 さい社会性,大 きい家族性,企 業間連帯感 の薄 さ,産 業連結性の弱

さな どの特性があ るため,数 多 くの中小企業が激 しい競争 の中 に生 き残 るの に,

どこで も,ど の分野で も,生 存或 は発展のチャンスがあれ ば,人 的な関係 を源

にして速やか に進出 し,転 換 してい くとい う行動方式で特徴 を持 っている。

第四,多 数 の台湾企業が投資先で,産 業技術面 の相対優位性 を持 っているこ

とは重要 な要 因 として見逃す ことがで きない。 しか し,海 外 に進出 している台

湾企業 は産業技術面での優位性 が高いほど,日 本 ・アメリカ等先進国企業 との

提携 関係 が深 い とい う特徴 を有 してい る。 これはまさ しく現代世界経済におけ

る国際分業関係 の重層構造 を表 してい る。最近の台湾企業 が 日本な どの外国企

業 と連結 して,中 国大陸で投資す るケースが増 える傾 向が この特徴 の現われで

ある。

最後 に,中 国大陸 と東南 アジアでの台湾企業の投資活動 の裏 には人脈関係が

強 く存在 している点であ る。言 い替 えれば,こ の人脈関係 は台湾企業の投資活

動の下部構造だ といって も過言 ではない。

III一 変量時系列モデルによる93年 度 台湾マクロ経済の推定卸

ここで は93年 度の台湾経済のマクロ諸変数の推定をボ ックス ・ジェ ンキ ンズ

の一変量時系列モデ ルで行 うことにする。 モデ ルは実 質国民総 生産,実 質民間

最終消費,実 質政府最終消費,実 質民間固定資本形成,実 質公的固定資本形成,

実質輸出,実 質輸入,消 費者物価上昇指数,マ ネーサプライな ど九つのマクロ

経済指標 を選定 し,77年 第1四 半期か ら92年 第4四 半期までのデー タを もとに

した ものである。経済諸変数 はすべ て季節調整前の原系列 デー タであ る。AR

IMAモ デルは自己回帰項及び移動平均か らなるが,実 際の計測結果 によると,

.輸 入 と消 費者物価指数を除いて全て移動平均を含まない自己回帰型のモデルで

ある。モデルに含 まれている自己回帰項 は通常 の 自己回帰項 と季節 の自己回帰

34)以 下の資料を利用した。



50(50) 第154巻 第1号

表一7マ ク ロ経 済諸 変量 の単一 時系 列 モ デル

1実 質GNP

(1-0.968628乙)(1十 〇.477942L,4)(1一 」L4)Z,OGy}=し ㌧

(33.53)(一4.42)

Q=26.59<」2(20)=31.410

2実 質 民 間 最 終 消 費

(1-0.996264ゐ)(1一 ム4)LOG】 っ=q-O.212452」L4)し ㌃

(10,27)(1.96)

Q=15.04〈 ノ(20)=31.410

3実 質 政 府 最 終 消 費

(1一}一〇.473170」L十 〇、z347681L>(1一 」L)(1一 乙4)∠,OGY,=U,

(一3.83)(一2.87)

Q=13.87〈.τ2(15)=24.996

4民 間 資 本 形 成

(1-0.2375621,)(1-0.241134∠,8)(1一 」L)(1-L')Z,0(∫}つ={ノ 、

(1.83)(1.82)

Q=9.56<エ2(20>≡31.410

5公 的 資 本 形 成

(1十 〇.3634941、4十 〇.389944ム8)(1-L)(1一 乙4)LOGY,=し ん

(一3.03)(一3.34)

Q=15.57<.τ2(16)=26.696

6実 質 輸 出

(1-0.9517692,)(1十 〇.634090乙4)〈1-L4)LOGY,=し ろ

(24.45)(一6.95)

Q=13.99〈 τ2(20)=31.410

7実 質 輸 入

(1十 〇.1910741.)(1一 ム)(1-L")LOGY,=(1-0.870951」L")こ ろ

(一1.46>(16.34)

Q=14.98く 」2(14)=23.685

8消 費 者 物 価 指 数

(1一 」二)Y}=(1十 〇.2530901,)(1-0.499040L")し 弓

(一2.01)(4.61)

Q=17.48〈.1・2(16)=26.696

9マ ネ ー サ プ ラ イ

(1-0.244793乙)(1十 〇.637722」0一 ト0.313900乙8>(1一 ム)(1一 」L鳳)L()(∫}り={ノ,

(1.85)(一4,86)(一2.41)

Q=19,10く.r2(16)=26,696

標本期間:1977

有意水準5%。

1-1992:4,カ ッ コ 内 の 数 値 は'値,QはLjung・Box検 定 の 統 計1}1,
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項か ら成 る(表 一7を 参 照)。

一 変 量 時系 列 モ デ ル に基 づ いた予 測 結果 は93年 度の 第1四 半期 か ら第4四 半

期 まで の 季節 指標 と93年 度 の年 度指 標 か ら成 って い る。予 測結 果 は表 一8に示 し

てあ る。

実 質GNPの 時系 列 モ デ ルに よ ると,前 年 同期 に対 す る93年 度1-3月 期 の

成 長 率 予 測 値 は6.0%,4～6月 期 は6,Q%,7～9月 は6.2%,10-12月 は

5.5%で あ る。 また,93年 度 の予 測値 は5.9%と な って,92年 の6.06%の 実 績 を

やや 下 回 る。

マ ネー サ プ ラ イの 時系 列 モ デ ルに よ る と,今 年 の1～3月 期 の増加 率 はか な

り高 いが,4～6月 期 以後 は減 速 し,年 間 の増 加 率 が5.3%で あ る よ うに予 測

して い る。 だが,注 意 す る必要 が あ るの は,今 年1～3月 期 の予 測 値 は 台 湾

表一8実 質国民総支出の四半期別予測

(単位 新台幣百万元,%)

93:1 93:2 93:3 93:4 93年

1 実 質GNP
1156131
(6.0)

1165313
(6.0)

1227365
(6.2)

1244009
(5.5)

4792818
(5,9)

2 実質民間最終消費
695ユ55

(8.6>

604073

〔8.4)

681233
(8.5)

643772
(8.4)

2624233
(8.5)

3 実質政府最終消費
180689
(3.9)

18499ユ

(3.6)

183803
(3.6)

179425
(3.7)

728908
(3.7)

4 実質民間資本形成
87516
(20.5)

99547
(21.2)

229533
(27.9)

263084
(28.7)

679680
(24.6)

5 実質公的資本形成
]46359
(13.4)

209488
(9.3)

107822
(11.6)

133677
(11.4)

597346
(11.4)

6 実 質 輸 出
651101
(4,0)

724582
(6.9)

737425
(9.8)

730899
(6.2)

2844007
(6.7)

7 実 質 輸 入
629871
(10.8)

699345

(ユ0.7)

713238
(12.0)

714308
(10.4)

2756762
(11.0)

8 消費者物価指数 4.5 4.0 4.9 4.5 4.5

9 マ ネ ーサ プ ライ
2402307

(ユ3.3)

2456554
(6.5)

2351491
(3.8>

2564438
(5,3)

2564438
(5.3)

*()内 は前年同期比増加率
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「国民 経 済動 向統 計 季 報 」(93年5月)が 発 表 した 初歩 統 計 値(速 報値 に当 た

り)を 大 き く下 回 って い る こ とで あ る。

さ らに消 費 者 物価指 数 の時系 列 モ デ ルに よ る と,93年1-3.月 期 の消 賢者 物

価 上 昇 率 は4.5%,4-6月 期 は4.0%,7-9月 期 は4.9%,10～12月 期 は

4.5%と な り,今 年 度 の それ は4.5%で あ って,92年 の 実績 よ りわ ずか に高 くな

る と予 測 され てい る。

また,93年 度 の 貿易 差 額 は依然 黒 字 とな って,そ の額 は新 台 幣87245百 万 元

に な る。 これ に よ り,台 湾 の黒字 型 貿易構 造 はさ らに是正 され る と予測 す る こ

とが で きる。

IVお わ り に

90年 代は競争 の激 しい群雄が輩出す る戦国時代 であ り,科 学技術が 日進月歩

の革新 の時期で もあるため,不 確定 な要素が多い。以上の分析か ら判 るように,

今後の十年 間は台湾経 済にとっては,決 定的に重要 な時期になる。現在,安 定

的,か つ持続的な アジア太平洋地域の経 済成長は台湾経済 に挑戦の機会 を多 く

もたらしているが,他 方島内外 の政治情勢 と経済状況には台湾経済 にとって厳

しい要素 も存在 してい る。台湾経済の安定成長 と産業構造の高度化 とい う目標

の達成はそれほど容易 なことではあ るまい。
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